
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 会 計 規 程 新 旧 対 照 表 

改    正    前 改    正    後 

目次 

 第１章 総則（第１条―第４条） 

 第２章 会計組織（第５条―第９条） 

 第３章 勘定及び帳簿（第１０条―第１１条） 

 

 第４章 予算（第１２条―第１５条） 

 第５章 金銭等の出納（第１６条―第２９条） 

 第６章 資金（第３０条―第３４条） 

 第７章 固定資産（第３５条―第３８条の２） 

 第８章 たな卸資産（第３９条―第４０条） 

 第９章 契約（第４１条―第４５条） 

 第１０章 決算（第４６条―第４９条） 

 第１１章 弁償責任（第５０条―第５２条） 

 第１２章 雑則（第５３条―第５４条） 

 附則 

（中 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 予算 

（予算の目的） 

第１２条 予算は、教育研究その他の活動の計画に基

づき、明確な方針のもとに編成し、本学の円滑な運

営に資することを目的とする。 
（予算の作成） 

第１３条 総長は、予算編成方針に基づき予算案を作

成する。 

２ 予算は、予算案により経営協議会及び教育研究評

議会による審議の後、運営方針会議の決議により決

定する。 

 

 （中 略） 
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 第３章の２ 中期財政計画 

（中期財政計画） 

第１１条の２ 総長は、学術研究、組織運営、事業投資、

基金造成等に対する効果的な資源配分や大学運営基

金の拡大を目的とし、中期的な戦略に基づいた財政

計画（以下「中期財政計画」という。）を作成するも

のとする。 

２ 中期財政計画は、収入計画、支出計画、基金造成計

画その他財政に関し必要な事項で構成する。 

３ 中期財政計画は、経営協議会及び教育研究評議会

による審議の後、運営方針会議の決議により決定す

るものとする。 

第４章 予算 

（予算の目的） 
第１２条 （同 左） 
 
 

（予算の作成） 

第１３条 総長は、中期財政計画を踏まえて、予算編成

方針及び予算案を作成する。 
２ 予算は、予算編成方針及び予算案により経営協議

会及び教育研究評議会による審議の後、運営方針会

議の決議により決定する。 

 

 



 第６章 資金 

（資金管理計画） 

第３０条 財務担当理事は、資金管理計画を作成し、総

長の承認を受けなければならない。 

２ 財務担当理事は、資金管理計画に基づいて有効適

切に資金を調達し、運用しなければならない。 

 （後 略） 

 

第６章 資金 

（資金管理） 

第３０条 財務担当理事は、有効かつ適切に資金の調

達及び運用を行い、資金を管理しなければならない。 

２ 資金の管理について必要な事項は、財務担当理事

が別に定める。 

 

   附 則（令和８年達示第８７号） 
１ この規程は、令和８年９月１８日から施行する。た

だし、第１３条の改正規定は、令和８年１０月１日か

ら施行する。 

２ この規程の施行後最初に決定する中期財政計画

は、改正後の第１１条の２第３項の規定にかかわら

ず、経営協議会及び教育研究評議会による審議を要

しない。 

 


